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文 教 上 下 水 道 常 任 委 員 会 記 録 
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               午前１１時４９分 閉会  
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教育次長兼教育総務部長 北 野 人 士  同部参事 野本憲宏  

教育政策課長 松 田 紀 子 
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料金課長 柳 瀬 哲 宏  水道施設課長 樫 本 宏 充 
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  事務局次長 溝 口 哲 也  同局書記 速水知沙  

 

１．審査案件（審査順） 

  議案第６１号 令和元年度摂津市一般会計補正予算（第３号）所管分 

  議案第７５号 摂津市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例制定の件 

  議案第６２号 令和元年度摂津市水道事業会計補正予算（第２号） 

  議案第６３号 令和元年度摂津市下水道事業会計補正予算（第１号） 

  議案第７６号 摂津市水道事業の給水等に関する条例の一部を改正する条例制定の件 

  議案第７７号 摂津市下水道条例の一部を改正する条例制定の件 
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（午前９時５８分 開会） 

○嶋野浩一朗委員長 ただいまから文教

上下水道常任委員会を開会いたします。 

 理事者から挨拶を受けます。 

 森山市長。 

○森山市長 おはようございます。 

 本会議に引き続きまして、本日は文教上

下水道常任委員会をお持ちいただきまし

て大変ありがとうございます。本日の案件

でございますが、令和元年度の摂津市一般

会計補正予算（第３号）所管分ほか５件に

ついてご審査いただきますが、何とぞ慎重

審査の上、ご可決いただきますようよろし

くお願いいたします。 

 一旦退席させていただきます。 

○嶋野浩一朗委員長 挨拶が終わりまし

た。 

 本日の委員会記録署名委員は、安藤委員

を指名いたします。 

 審査の順序につきましては、お手元に配

付しております案のとおり行うことに異

議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○嶋野浩一朗委員長 異議なしと認め、そ

のように決定します。 

 暫時休憩いたします。 

（午前 ９時５９分 休憩） 

（午前１０時    再開） 

○嶋野浩一朗委員長 再開いたします。 

 議案第６１号所管分の審査を行います。 

 本件につきましては、補足説明を省略し、

質疑に入ります。 

 三好委員。 

○三好俊範委員 説明は事前に受けたん

ですが、ちょっとお伺いしたいのが、債務

負担行為の補正で、学校校務員委託事業に

ついてなんですが、委託されるのが１校ふ

えるということでお伺いしました。なぜこ

のタイミングで補正を組んだのかという

ことを改めてちょっとご説明いただけれ

ばなと思います。 

 続きまして、小・中学校の支援学級児童・

生徒に対する扶助費が増額しております。

これも説明を受けまして、ある程度は理解

したんですが、支援学級の生徒がふえてい

るという、ただ単にそういった理由と説明

を受けていますが、傾向として毎年どれぐ

らいふえていっているのか。教室の数とか、

新たに設備を準備しないといけないよう

な見通しがあるのかどうか、その辺ちょっ

と教えていただければなと思います。 

 １回目は以上です。 

○嶋野浩一朗委員長 それでは、答弁を求

めます。 

 松田課長。 

○松田教育政策課長 ただいまの校務員

委託の債務負担行為についてのご質問に

答弁をさせていただきます。 

 なぜ１校ふえるのかというお問いでご

ざいました。本年度末をもちまして、校務

員の退職者が１名ございます。第５次行政

改革の柱３として、また退職者不補充の市

としての方針に基づきまして、この分を委

託にのせさせていただく予定でございま

す。 

 以上です。 

○嶋野浩一朗委員長 石原部参事。 

○石原次世代育成部参事 まず、支援学級

に通われているお子さんの人数ですけれ

ども、さかのぼりまして、平成２５年のと

きに小学生で２００人台に到達しており

ます。その後、平成３０年のときに３００

人を超えまして、令和元年度で３４８人と

なっております。中学校のほうでは、平成

２９年のときに、１００人台になりまして、

現在１２７人になっている状況でござい
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ます。こちらのほうも保育所等の支援を要

する子どもたちの加配の人数を見ていき

ますと、今後も若干伸びていくのではない

かなと考えております。 

 それに対しまして支援学級の学級数な

んですけれども、現在で小学校のほうで５

４クラス、中学校のほうで２２クラスとな

っています。こちらのほうは、５年前と比

べましても、さほど大きくふえている状況

ではないんですけれども、１クラスの中で

いろいろと工夫をしながらやっていただ

いているという状況がございます。ただ、

これからどんどんふえていけば、教室の確

保というのもやはり必要になってくるの

かなとは考えております。 

 以上です。 

○嶋野浩一朗委員長 三好委員。 

○三好俊範委員 ありがとうございます。 

 学校校務員委託事業は、第５次行政改革

で進めていっているという話でした。これ

は、現状では市が雇われている方と委託さ

れている方、２パターンあるかと思われる

んですけれども、委託することによってど

のようなメリットがあるのか、ちょっと改

めて教えていただきたい。恐らく費用的な

負担が効果として見込まれていると思う

んですけれども、具体的にどの程度の効果

が１人当たりで出せるのかを教えていた

だけたらなと思います。 

 二つ目、支援学級についてなんですけれ

ども、学童保育等々でも教室の確保が必要

と言われております。学校によって千差万

別､状況は違うかとは思うんですけれども、

支援学級等の教室が足りなくなる可能性

がある学校は、今後あるのかどうか、ちょ

っと教えていただければなと思います。 

 ２回目、以上です。 

○嶋野浩一朗委員長 松田課長。 

○松田教育政策課長 先ほどのご質問に

対して１点、済みません、ご答弁申し上げ

ることが漏れておりました。なぜこのタイ

ミングで委託なのかというご質問につき

ましては、現在委託しております３校が本

年度末をもちまして、３年目の契約終了と

いうことになりますので、今回上げさせて

いただいております。 

 続きまして、財政的な効果額についてで

ございます。 

 平成３０年度ベースで職員の人件費が

効果額積算に当たり示されております。正

規職員１名が８４５万円、非常勤職員１名

が２５０万円となっておりますので、１校

当たり１，０９５万円が人件費となってお

ります。現在の委託先でございますが、こ

ちらにつきましては、１校４５５万円とな

っております。 

 以上でございます。 

○嶋野浩一朗委員長 石原部参事。 

○石原次世代育成部参事 これから支援

を要する子どもたちの数がふえてくる傾

向にもありますし、また先ほど出ましたよ

うに学童保育の児童の数もふえてくる可

能性があります。そうしましたらやはり学

校の中で教室の確保というのが非常に重

要になってまいるわけでございます。そこ

の部分につきましては、やはり必要なもの

についてはしっかりと施設面で補充して

いく。いろいろな運用上での進め方という

のがあると思うんですけれども、最終的に

施設面での確保とか、今回摂津小学校では

増設をしておりますし、そういうところを

いろいろな面から検討しながら、子どもた

ちにとって最適なよい運営が達成できる

ような方法を検討していかないといけな

いと考えております。 

○嶋野浩一朗委員長 三好委員。 
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○三好俊範委員 校務員に関しては理解

できました。どんどん進められていくとい

うことです。私の子どもが通っている小学

校は、校務員によっていろいろ特色があっ

て、やっぱりベテランというか、引退され

た方とかがいる場合は、いろんな技術を持

っていたりしまして、花壇をつくるのがと

ても上手であったりとか、学校をいろいろ

少しずつ変えてくださる方とかもいらっ

しゃるみたいなので、またそういうのも期

待しつつ今後もお願いしたいなと思いま

す。 

 支援学級に関してなんですけれども、教

室が足りないというのは学童保育でよく

言われているような話であって、教育改革

がいろいろ進むに当たって、１０年前、２

０年前よりも恐らく必要とされる教室の

数がふえてきている昨今だと感じており

ます。移動授業がふえたというか、特色あ

る授業がふえたおかげで子どもたちの選

択肢がふえたという意味でもあるんです

けれども、教室の確保という課題について、

今のところは確保できているそうですけ

れども、今後もさまざまな角度から教室の

確保が必要になる可能性はありますので、

その辺を注視していただいて、急に教室が

足りないというようなことがないように

考えていただければと要望しておきまし

て、質問を終わります。 

 以上です。 

○嶋野浩一朗委員長 三好委員の質問が

終わりました。 

 安藤委員。 

○安藤薫委員 おはようございます。 

 今、三好委員からもご質問がありました

が、債務負担行為で学校校務員委託事業に

ついてお聞きしたいと思います。 

 今もご答弁がありましたが、平成２９年

から３年間の期間で債務負担行為が組ま

れてきました。今回、今年度中に契約が切

れるということで来年度への再更新とい

うこと、プラス今まで３校で実施していた

委託を１校ふやすということであります。

校務員の仕事というのは、学校行事であっ

たり、学校の先生であったり、また児童・

生徒・保護者との間での連携も非常に重要

だと思っております。できるならば、やは

り直営でやるべきものであるということ

を３年前の校務員民間委託の際にご意見

を申し上げたと記憶をしております。改め

て、この３年間、小・中学校１５校のうち

３校を民間委託校にしましたけれども、３

年間の検証はどのようにされてきている

のか。行政改革のコスト面での効果という

点については、モデルケースでの人件費と

委託料との比較をおっしゃいましたけれ

ども、実態の人件費と委託料との差はどう

だったのかについてお聞かせいただきた

いと思います。 

○嶋野浩一朗委員長 松田課長。 

○松田教育政策課長 検証についてのお

問いでございます。 

 学校の管理者である校長先生等から学

校での様子を伺っております。大変に好評

でございまして、きちんと仕様書にのっと

りまして、学校をきれいにしていただいて

いると伺っております。また、お一人お一

人が職人と申しますか、腕のあるお方がお

られまして、例えば、箏曲のお琴は収納や、

片づけが難しい、どうしたらいいかという

中で、業務依頼をかけさせていただいたと

ころ、きっちりと壁に掛けて落ちないよう

にしていただいたり、学校の窓の危ない部

分を、転落防止のため動かないようにして

いただいたり、また子どもたちの日ごろの

行い等もしっかりと見守ってくださって
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いると、業務日誌等も見せていただくなど

で、検証をさせていただいております。 

 委託金額につきましては、先ほど申しま

した４５５万円とさせていただいており

ます。あくまで予算ベースの行政改革での

基準値で効果額を算定させていただいて

おりますので、正職員の実際のところの金

額等については、把握をしておりません。 

○嶋野浩一朗委員長 安藤委員。 

○安藤薫委員 委託校でも校務員がしっ

かりとした技術で、学校とも連携しながら

やっていただいているという検証結果だ

ということでありますが、学校給食の民間

委託についても検証会議が関係者等でや

っておられると思いますけれども、校務員

の検証について、校長先生の聞き取りとい

うことでなくて、関係者や直営校の校務員

との交流であったり、交えての検証会議の

ようなものを行ってきておられるのか、今

後のことについても含めてお聞かせをい

ただきたいと思います。 

 それから今の行政改革の効果について

であります。もちろん民間委託を導入する

際、１人当たりの単価と委託料との比較を

したら委託料のほうが安いと。これは当然

のことかなと思いますが、実際に３年間民

間委託をやったということで、やはりコス

ト面の効果もきちんと検証しないといけ

ないのではないかなと思うんですね。予算

ベースでは非常にメリットはあるけれど

も、実際ふたをあけてみると、委託料が上

がったり消費税の増額であったり、もしく

はおやめになられた後に入られる方が新

任であれば、またその給与ベースも変わっ

てくることもあるでしょうし、おやめにな

らない場合は人件費については、マイナス

にはなりません。そういったことからやっ

ぱりきちっとこの３年間、コストはどうだ

と、民間委託をやってどうだったのかとい

うことを検証をする必要はあるかと思う

んですね。そういう点ではしっかり見てい

ただいてお示しをいただけたらなと思い

ます。これは決算ベースでちょっと調べて

いただいて、後ほど教えていただけたらな

と。 

 それから、どうしても気になってくるの

は、学校の全体の運営をやっていく上で、

臨機応変な対応が求められてくると思う

んですね。民間委託となりますと指示命令

系統という点では、学校現場とそれから委

託している業者と、業者で雇われている校

務員との間の指示命令系統が一体どんな

ふうになっているのか。こうした指示命令

系統が臨機応変な対応などを求められる

ときに、うまくできないようなケースが出

てくるのではないかなと思いますけれど

も、その点はどうなのかお聞かせをいただ

きたいと思います。 

 それからちょっと今後のことについて

でありますが、校務員の民間委託について

は、第５次行政改革の中のメニューの一つ

として上がっていました。平成２９年から

５校の民間委託というふうに行政改革の

メニューの中にはありましたが、当初３年

間は３校、そして今回４校ということであ

ります。この民間委託について、今後どの

ような見通しを持っておられるのかもお

聞かせいただきたい。 

 それからもう１点は、今回予算が通った

後に、来年度に向けて、新たに契約を結ん

でいく作業に入っていくかと思いますけ

れども、その新たな契約についてどのよう

な選定方法を行うのか、それから仕様書に

ついて、どのような注意点を持ってやられ

るのかについてもお聞かせいただけたら

と思います。 
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○嶋野浩一朗委員長 松田課長。 

○松田教育政策課長 まずは１点目、検証

会議についてでございます。 

 先ほどお話があったような直営校の校

務員を交えての検証会議は現在実施して

おりません。 

 それから任用替えについてでございま

すが、この３年間で任用替えはございませ

んでした。今回のタイミングでもございま

せん。 

 また臨機応変の対応、指示系統はどうな

っているかとのお問いでございます。学校

現場への指示につきましては責任者が１

名おりまして、通常そちらにこういった業

務をやってほしいと依頼をさせていただ

いております。何か漏水があったとか、そ

ういうものでしたら、お知らせはさせてい

ただき、指示につきましては、タイムラグ

が若干あるかもしれませんが、会社からし

ていただいている次第でございます。 

 それから今後のことでございます。次回、

令和３年度末で正規職員が１名退職の予

定でございます。再任用職員でございます

が、ここに合わせてまた今後どうしていく

か、検討してまいりたいと思っております。 

 それから新年度に向けての契約の選定

についてでございます。こちらにつきまし

ては、入札でさせていただきたいと考えて

おります。 

 現在の仕様書にかなり詳細な校務員の

業務は書かせていただいております。この

仕様書にのっとり３年間実施をしていた

だきまして、先ほど申しましたとおり、現

場ではかなり好評をいただいております。

この仕様書をもとにいたしまして、ほかに

抜けているところがないか再度確認いた

しまして、そこで足りない分があれば載せ

ていきたいと思っております。 

 以上でございます。 

○嶋野浩一朗委員長 安藤委員。 

○安藤薫委員 まず検証についてであり

ますが、直営校の校務員を交えての検証と

いうことはないということでありました

けれども、その検証会議というのがきちん

と学校の先生と、それから教育委員会と、

それから委託事業者等を交えながらの検

証を、１年に１回とか定期的な検証会議と

して行われてきたのかどうかということ

をちょっともう１回お聞かせいただきた

いと思います。 

 それから今後、令和３年度にもう一人退

職をされる予定でそのときにまた考えて

いきたいということでありますけれども、

以前にもお聞きしましたけれども、校務員

の学校への配置については、各校２名ずつ

とお聞きしました。その２名のうちお一人

が正職員、もう一人の方は非常勤の職員だ

ということでありました。ちょっと順序が

逆になってしまいましたけれども、現状の

直営校の各学校で正規職員の配置、非常勤

職員の配置はどうなっているのか。なぜ正

規職員と非常勤職員の１名ずつのものな

のか、正職員二人でなくて、正職員と非常

勤なのか。あと、正職員がやめられた後、

非常勤２名で対応されている学校もある

とお聞きしておりますが、その点も現状が

あるのかどうなのか。 

 民間委託校においても、同じような人の

配置になっているのか、仕様書の中に雇用

する校務員について、できれば学校に長期

的に勤めていただくことが非常に重要だ

と思うんですけれども、直接正規で雇用さ

れている人を雇う、それともパートのよう

な形を雇うのか、その点についての制約等

をつけておられるのかどうなのか。ちょっ

と契約の中身についてですけれども、やは
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り学校との関係、業務の連続性や児童・生

徒との関係を重視していくという点でい

うと、委託する上においては、指示命令系

統が少し複雑になりますから非常に重要

なことだと思いますので、その点をお聞か

せいただきたいと思います。コスト面につ

いても、もしお答えできれば一緒にお願い

します。 

○嶋野浩一朗委員長 松田課長。 

○松田教育政策課長 委託の検証会議に

つきまして、定期的に年に１回やっている

のかというお問いでございます。現在のと

ころ、定期的な会議というものはございま

せん。必ず年に一度は検証ということで学

校長に振り返りをさせていただいており

ます。また、私どもも学校には日々出かけ

てまいりますので、その都度、様子はどう

ですかと聞いて、確認はしております。 

 続きまして、現在の配置についてでござ

います。 

 配置につきましては、現在、直営校と同

じフルタイム勤務の職員とパートタイム

の週２０時間程度勤務の職員等を配置さ

せていただいております。 

 現在の仕様書につきましては、人員配置

につきまして、正規職員１名と非常勤職員

１名との同程度の雇用人数を確保するこ

とと書かせていただいております。現在、

配置していただいておりますのは契約社

員とパート社員と伺っております。雇用者

の捉え方につきましては、雇用者側と協議

をしてまいりたいと思っております。 

 また、非常勤職員の学校につきましては、

現在２校でございます。 

 それから実際のコスト面についてのお

問いでございます。委託期間の３年であれ

ば多額の効果額ではないかもしれません。

ただ直営であれば、人を雇うことになりま

すので、３０年、４０年という長期の中で

平均として先ほどの８４５万円としてお

ります。 

 また、実際のところでございますが、現

在正規職員が８００万円、それから非常勤

職員が２９５万円で雇用をさせていただ

いております。 

 以上でございます。 

○嶋野浩一朗委員長 安藤委員。 

○安藤薫委員 雇用の条件としては、直接

雇用が一番いいものだと思うんですけれ

ども、あえて民間委託をするということは、

コスト面のことが一番の理由だというこ

とだと思います。そのコスト面について、

やはりきちっと検証していかないと、直営

で維持したほうがよかったんじゃないか。

しかも長期的に考えたときには、技術を継

承することや、学校の事情をよく知ってい

て子どもたちと交わりながら学校をいい

方向に自発的に変えていくことを学校と

連携しながらやっていくことが可能にな

るという点では、委託事業者にはなかなか

そこまでは期待することはできないと私

は思っておりますので、唯一の民間委託を

する理由として上がっているのが財政的

な効果ということでありますので、その辺

はやっぱりしっかり検証していただきた

いと思います。決算においても正規で８０

０万円ですので、先ほどの予算ベースでい

うと４５万円違ってきます。委託契約と比

べれば、それでもまだ大きな差はあるかも

しれませんが、それ以上に直営校でのメリ

ットというのもやはりしっかり見ていく

必要は私はあるのではないかなと思いま

すので、この点は引き続き検証をしっかり

やっていただきたいとお願いしておきた

いと思います。 

 それから仕様書について、詳しい中身に
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ついては、きょうはいいんですけれども、

雇用される方について、余りころころと変

わられるような方ではやはり困ると思い

ます。どこまでその仕様書の中にうたわれ

るかわかりませんけれども、事業者がやは

り長期的に雇用ができるような条件をつ

ける。もしくは変更がある場合はしっかり

とした報告をすることを義務づける。また

は、昨今働き方はいろいろ問題が起きてお

りますので、当然のことでありますけれど

もコンプライアンスをしっかりと守るこ

と等、しっかり含んでおいていただく必要

があるかなと思いますので、この点は強く

要望しておきたいと思います。 

 加えて申し上げておきますが、やはり学

校業務の中の１業務だけ切り取って委託

をする際に、連携がうまくいかないという、

心配が出てきます。かといって連携をしっ

かりやろうと思うと、今度は労働条件上、

偽装請負という問題も出てくると思うん

です。ここが一番私どもは危惧するところ

です。学校給食でもそうです。校務員の業

務でもそうですけれども、働く人にとって

みれば、直接雇用されることによって、一

定の収入が得られる。しかし民間委託にな

ると、一気に安い人件費で同じ仕事をする

という点で考えると大きな問題がありま

す。加えてそこに直接雇用しているように、

直接学校側から校務員に指導するという

ことになれば、直接雇用するべきだという

ことになるわけです。連携をしっかりする

ということや、学校や児童、子どもたちの

関係を重視していくということと相反し

ますけれども、この労働者の権利を守る。

または、労働法上の法令遵守をするという

点をやはりしっかり見ていかないといけ

ないということを申し上げておきたいと

思うんですけれども、その点の見解につい

ては、もう１回最後にお答えいただけたら

と思います。 

○嶋野浩一朗委員長 松田課長。 

○松田教育政策課長 校務員は学校の一

員ということでお話をいただきました。私

どもも次年度よりまた仕様書を改めてま

いります中で、コンプライアンス等ももち

ろん、なるべく長期的に働いていただける

ように検討してまいりたいとは思ってお

ります。 

 偽装請負につきましては、今後ともその

ようにならないようにしていこうと思っ

ております。 

 以上でございます。 

○嶋野浩一朗委員長 安藤委員、よろしい

ですか。 

 安藤委員の質問が終わりました。 

 ほかございますか。 

 楢村委員。 

○楢村一臣委員 校務員の委託の件で、先

ほど安藤委員のほうから聞かれているの

で、確認だけさせてもらいたいんですけれ

ども、３年間の検証の間で、特に問題等が

なかったような話をお聞きしたんですけ

れども、その３年間委託されている中で、

大きな人の動き、配置されている方が途中

でやめられたりとか、交代されたりとか、

そういうことが検証の中でなかったので、

ちょっとそういう動きがあったのかだけ

お願いします。 

○嶋野浩一朗委員長 松田課長。 

○松田教育政策課長 申しわけございま

せん。３年の資料をただいま手持ちにござ

いません。ことしに入りまして一人変更が

あったと伺っております。変更につきまし

ては、その都度、その方の経歴とともに、

こちらに提出していただいて、確認をして

いる次第でございます。 
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 以上でございます。 

○嶋野浩一朗委員長 楢村委員。 

○楢村一臣委員 わかりました。この場で

なくても結構なんですけれども、ちょっと

人の動きは、いろいろ事情があって変わら

れるということもあろうかと思うんです。

またわかれば、どういった形でそういう交

代があったかということを別途教えてい

ただければ結構です。 

○嶋野浩一朗委員長 楢村委員の質問が

終わりました。 

 渡辺委員。 

○渡辺慎吾委員 要望だけにしておきま

すけれども、先ほど安藤委員がいろいろ質

問されて大体のことはわかりました。私の

要望としてはコスト面を考えましたら正

規職員に対しては約２．５倍から３倍近い

コストがかかるわけで、そういうことも考

えれば、対子どもたちということなので慎

重に精査したうえで問題がないような状

況でしたら、やはりそのコストを落とせる

方向を推し進めていただきたい。立場は全

然違うんですけれども、そういう形でちょ

っと要望だけしておきたいと思います。 

 以上です。 

○嶋野浩一朗委員長 ほかよろしいでし

ょうか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○嶋野浩一朗委員長 以上で質疑を終わ

ります。暫時休憩いたします。 

（午前１０時３７分 休憩） 

（午前１０時３８分 再開） 

○嶋野浩一朗委員長 再開いたします。 

 次に、議案第７５号の審査を行います。 

 本件については補足説明を省略し、質疑

に入ります。 

 三好委員。 

○三好俊範委員 では、議案第７５号につ

いて、質問させていただきます。 

 この条例案、前回、経過措置として学童

保育の人数が一定の人数を超えた場合で

も５年間は猶予するという形の分を、その

５年間という期間を削除し、市長が認める

分に関しては人数、定数を超えてもいいと

するという案件ですね。これに関してまず

一つ目なんですが、この条例をつくったと

きに、なぜその５年という期間を設定した

のか、その経緯、そしてなぜ今回５年とい

う期間を削除して、新たな期限を設けない

のか、改めてそちらについてまずお伺いし

たいです。 

○嶋野浩一朗委員長 石原部参事。 

○石原次世代育成部参事 まず、平成２７

年度に制定しましたときに、経過措置とし

まして、職員の経過措置と児童の数の基準

に関する経過措置を設けております。５年

というところでやはり児童の数を整える

ために４０人体制にするのに必要なもの

として、やはり教室の確保であったり、指

導員の数であったりいろいろもろもろが

出てきてまいります。また、条例を制定し

たときに、５年後に社会情勢等はどうなっ

ているかという中で、４０人体制というの

をどうしていくかという、検証していく、

そういう期間もやはり必要というところ

もあって、一定５年というところで区切り

をさせていただいて、その間につきまして

は市長が認める場合には、おおむね４０人

というところを適用しないと条例のほう

の制定をさせていただいております。 

 今回、当分の間ということで、今回は市

長が認めるときについてはこの限りでは

ないと。これまで経過措置の５年間の中で

は適用しないという形だったんですけれ

ども、今回は経過措置ではなくて、特例と

いうことであくまでも本則の中にはおお
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むね４０人でやっていくと明記されてお

ります。その特例として、今回はこの限り

ではないということで、期間を延長したと

いう意味合いではなくて、突発的に我々と

してはできるだけ待機児童を出さない方

向で、できるだけ市民のサービスに応えた

いというところから、おおむね４０人体制

というのは、当然今後も目指していくとこ

ろでありますけれども、特例として、突発

的な場合に運用上で、何とかサービスの向

上が図れるのであれば、その対応をして待

機児童を出さない方向でやっていきたい

という意味合いで、今回の改正をさせてい

ただいているところでございます。 

○嶋野浩一朗委員長 三好委員。 

○三好俊範委員 ありがとうございます。 

 ４０人を超えた場合、受け入れ体制を整

えることができないのでというご答弁を

いただいたと思うんですが、最初にこの５

年を設定してつくられたのは、総合計画発

足の年だったと思います。学童保育の待機

児童は、平成２４年が７人、平成２５年が

１４人、平成２６年が１７人と記録として

残っておりますが、現状、待機児童の数は

何人いらっしゃるのか。恐らくゼロなのか

なと思うんですけれども。それと、その４

０人の枠を超えている学校はどれぐらい

あるのか教えていただければと思います。 

○嶋野浩一朗委員長 石原部参事。 

○石原次世代育成部参事 待機児童につ

きましては、現状で毎年大体年度に入りま

してから十数名前後出ている状況です。一

斉受付のときに、来られた方につきまして

は、全て受け入れるという体制をとってい

るんですけれども、年度途中に入室される

方につきましては、やはり空き教室であっ

たり、指導員の数の確保等がありますので、

体制というところで受け入れができない

ところ。当然、受け入れができる場合は、

受け入れをさせていただいている状況で

ございます。 

 今後、教室のほうをふやしていかないと

いけない学校のほうが五つございます。味

舌小学校と摂津小学校と味生小学校、別府

小学校、鳥飼北小学校となっております。 

 以上です。 

○嶋野浩一朗委員長 三好委員。 

○三好俊範委員 ありがとうございます。 

 ちょっと嫌な言い方になるかもしれな

いですが、この総合計画の中で待機児童を

平成３２年度の時点でゼロ人を目標値と

するという書き方をされております。この

総合計画に明記されております待機児童

の目標数をクリアできないから５年間だ

った経過措置を特例として引き延ばした。

そして今後もクリアする見込みがないか

ら期限の設定をしなくなったとも見えな

くもないです。そこのところ、どう思われ

ているのか、お伺いしたいです。 

○嶋野浩一朗委員長 石原部参事。 

○石原次世代育成部参事 今回の条例改

正の意図としまして、決しておおむね４０

人体制を守らないという意味合い、守れな

い、守らないという、４０人を超えても５

０人でも６０人でもいいんじゃないかと、

そういう状況をつくるという意味合いで

は決してございません。もちろんおおむね

４０人というのを今後もずっと目指しな

がら、その中でどうしても学校によって、

学校内で空き教室がない場合とか、そうい

う場合に今も運用上で、一定学童運営に支

障のない形で人数が多いところも指導員

の協力の下、また学校との連携の中で安全

面に配慮しながらやっていってるところ

でございますので、本則にありますおおむ

ね４０人の児童数というところは、しっか



- 11 - 

 

りと守っていかないといけないと思って

おりますし、突発的にどうしても人数が超

えてしまうときに対して、この特例のとこ

ろを適用したいと考えております。 

 以上です。 

○嶋野浩一朗委員長 三好委員。 

○三好俊範委員 わかりました。ちょっと

嫌な言い方になったと思うんですが、この

特例がなければ待機児童がより多く生ま

れてしまうということで、親御さんの立場

から見れば、恐らくいい制度だなと思いま

す。ただ、先ほど何回もおっしゃっていた

だいているように、子どもたちの環境が整

わなければ何の意味もなくて、５０人、６

０人になることはないとおっしゃってい

ただきましたが、最初に考えていた総合計

画の中では４０人というものを目標とさ

れていた中で、現状このような形になって

いるということはちょっと反省していた

だきたい。そして今後４０人を目標に、教

室数や職員の確保がやっぱり喫緊の課題

かと思います。そのあたり今後も特例措置

で安心するわけではなくて、しっかりと本

腰入れていただいて、期限をなしにするの

ではなくて、もう一度改めて期限を設けて

いただいて、考えていただくよう要望して

質問を終わります。 

○嶋野浩一朗委員長 ほかございますか。 

 安藤委員。 

○安藤薫委員 今、三好委員の質疑に対し

てのご答弁で、現状、４０名を超していく

ということでいうと、施設面では苦慮して

いるというお話だったのかなと思います。

やはり学童保育に対する保護者の期待と

いうのが非常に大きいことはこの間の民

間委託をめぐっての保護者の皆さんのさ

まざまな意見からも非常によくわかるわ

けであります。とりわけ子ども・子育て支

援法で事業計画もつくられ、ガイドライン

も決められるということで、学童保育の運

営施設、安心して預けられる学童保育とい

う点では法的な根拠もつくられ、大きな前

進が図られてきたというのがこの間の流

れだと思います。それに対してなかなか現

場がついていけてないということで、その

点の矛盾があるという点も一定理解をす

るものでありますが、繰り返しになります

けれども、１の支援の単位がおおむね４０

人というものについて５年間は突然整備

はできないだろうということでの経過措

置だったかと思うんですけれども、恐らく

４０人単位の体制をとるという点では、今

後さらに困難になってくるだろうという

ことは予測できたと思うんですけれども、

この５年間、どのように検討されてきたの

か、ちょっとその点をお聞かせをいただき

たいと思います。 

 それから今回特例という、ご説明であり

ました。基本は４０人であるけれども、市

長が管理及び運営に支障がないと認める

ときにはこの限りでないということです。

経過措置のときには５年間は仕方ないよ

と言っているんですけれども、今度につい

ては、当分の間、期限がしっかり定まって

いない中で施設面は整わないという条件

プラスアルファ支障がないと市長が認め

るということになるわけなんですけれど

も、経過措置のときと同じような文言なん

ですけれども、その市長が認めるというの

は、客観的にどんな支障があるのか。何を

もって支障がないと市長が判断するのか、

運用上の規定があるのかどうなのか、その

点ちょっとお聞かせをいただきたいと思

います。 

○嶋野浩一朗委員長 石原部参事。 

○石原次世代育成部参事 まずこれまで
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の５年間の振り返りになるんですけれど

も、平成２７年度当初がクラス数が１５ク

ラスございました。定員にしますと７７４

名という形でなっております。その後、児

童の数がふえていく中で、平成２８年度に

は摂津小学校のクラスを一つふやさせて

いただきまして、それから平成３０年度で、

もう１クラス摂津小学校のほうでクラス

をふやさせていただいております。ことし、

年度当初には、千里丘小学校のほうにも１

クラスをふやさせていただいておりまし

て、定員としましては、現在、８５０人の

定員という形で総児童数に応じて学校と

の空き教室等、学校との連携もとりながら

進めてまいったところでございます。 

 市長が支障がないと認めるときという

ときなんですけれども、この中ではまず現

場のほうでどういう体制がとれるかとい

うところで、そのときの子どもたちの状況

であったり、支援を要する子どもたちの数

であったり、いろいろな状況が見込まれま

す。まず子どもたちの状態であったり、施

設面で完全な学童保育室というのは確保

できないけれども、その放課後の時間、あ

いている教室、うまく連携がとれる教室、

より近くの教室で確保できないかどうか、

そういうところであったり、そこで指導員

の連携がしっかりとれるかどうか、それら

のところを勘案しながら、また人数がかな

りふえていくときには、人数加配という形

で指導員をふやしたりとか、そういう形、

また支援を要する子どもたちには加配を

つけるとか、そういう形で学童運営、しっ

かりと安全な面を確保する、そういうとこ

ろで、今まで進めてきておるところでござ

います。 

○嶋野浩一朗委員長 安藤委員。 

○安藤薫委員 この５年の経過というの

は、子ども・子育て支援法、事業計画等、

いろいろな分野で経過措置が設けられて

きて、どんどん学童保育を希望する児童が

ふえている中で、経過措置の間、大丈夫な

のかということでの警鐘を鳴らしてきた

わけであります。学童保育については、延

長保育が令和元年度からいよいよ実施さ

れる。しかし、土曜保育の拡大は先送りに

なったり、もしくは同じように事業計画の

中でもしっかりと明記されている高学年

受け入れ、最終年度の平成３１年度には一

定数、量の確保をするという計画もそのま

ま先送りになっているということでいう

と、いろいろ困難はあるのは承知しており

ますけれども、みずからがつくった計画で

あったり、みずからがつくっている条例の

一番大事なところが経過措置の間にでき

なくて、今度は特例という名のもとに当分

の間、延長されるということについては、

非常に問題があるのではないかなと思い

ます。いろんな苦労をされながら進められ

ているということは、理解するわけですけ

れども、その点を改めて、来年度に向けて

事業計画も策定中でありますけれども、そ

の事業計画の信頼性にもかかわってくる

問題ですね。つくったはいいけれども、棚

に上げていたんじゃないかという計画に

なりかねない状況になっているわけです。

そういう点で、その点改めて考えをお聞か

せいただきたいと思います。 

 それからちょっと基本的な問題に戻り

ますけれども、あえてお聞きしますけれど

も、１の支援の単位４０名とされるこの認

識について、なぜこういうことを含まれて

いるのか。その上に立ってこの特例措置は

施設面が足りないので仕方がないとする

のか、いろいろな措置をとってなおかつ安

全は確保できるよということでオーバー
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しても構わないというものにするのか、そ

の辺の絡みもあわせてご答弁いただけま

すでしょうか。 

○嶋野浩一朗委員長 石原部参事。 

○石原次世代育成部参事 本則おおむね

４０人の児童の数ということで、今回特例

として提案のほうをさせていただいてお

ります。当然この本則にあるおおむね４０

人というところをしっかりと目指す形で

今後もいろいろな手法をとって対応して

いきたいと考えております。当初から施設

でありますとか、今後もこれからの児童の

数、また入室率でありましたり、支援を要

する子どもたちの数でありましたり、また

保育所の入所率であったり、今回新たに社

会情勢としましては、保育所の無償化とい

う形も出てきております。それらの影響も

これから学童にも多少なりともいろいろ

な形で影響が出てこようかと思いますけ

れども、その中でやはりしっかりと学童保

育を安全に運営していく中で、どういう手

法がとれるのかというのはしっかり検証

のほうをしていきたいと考えております。 

 あと、おおむね４０人の数のところなん

ですけれども、一定やはり４０人と決めた

ところには、これは国の基準条例のほうに

もあるんですけれども、子どもたちの関係

性をつくるであるとか、指導員が子どもた

ちと信頼関係を築いたり、そういうところ

をしっかりとやっていくために、おおむね

４０人、大体３５人から４５人と言われて

おりますので、その間の中でしっかりと学

童保育を運営していくのがいいのではな

いか。ただ、それは施設面であったり、ま

た指導員とか、学校との連携、それによっ

て、また場所とか、その時々によって連携

のとり方、いろいろな最適な方法というの

はあると思いますので、そういう手法をい

ろいろ検証していく中で、今後もおおむね

４０人というところは目指しつつ、突発的

に空き教室がないとか、そういうことがあ

った場合には、この特例というのを適用さ

せていただければと考えております。 

 以上です。 

○嶋野浩一朗委員長 安藤委員。 

○安藤薫委員 施設面と受け入れ体制が

非常に困難であるというのは十分理解を

しております。その上に立って特例措置を

できるだけ特例として適用しないように

していく必要があるかと思うんです。毎年

毎年児童の数に合わせて学校にお願いに

行って、場所をあけてくれないかというお

願いもされているかと思うんですけれど

も、具体的な今後の見通しと、それから設

備面で、やはりきちんとおおむね４０人の

規模で受け入れられる設備を、具体的にど

この学校にどのように設置していくのか、

学校側ときちんと打ち合わせをしながら、

場合によったら設備を新設していくこと

が必要になってくるかと思いますが、その

点具体的な整備計画というものはお考え

になっているのかどうなのか、お聞きした

い。 

 それからもう１点は、設備は整っていな

くても、１の支援の単位が４０名を超す場

合であっても、人数加配で、１の単位４０

人の計算として、人をきちんと手配をする

ということがやはり安全上、非常に重要に

なってくるかと思うんですけれども、そう

いった１の支援の単位ではなく、人数４０

人規模に対して１名の指導員の加配をつ

けていくという考え方を今後進めていか

れるのかどうなのか、ちょっとその点改め

てお聞かせいただきたいと思います。 

○嶋野浩一朗委員長 石原部参事。 

○石原次世代育成部参事 整備計画でご
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ざいます。今、先ほど申しました五つの学

校のほうにもいろいろと学校と連携をと

りながら、どういう体制がとれるかという

ところを今話をしているところでござい

ます。整備計画のほう、何年にどういう形

でという具体的なものが現在はございま

せんけれども、やはり今後の児童の数であ

りますとか、先ほど申しました保育所の無

償化の影響でありますとか、その辺を見据

えた中で、また今後この延長保育のほかに、

高学年の受け入れ、毎週土曜日の実施等、

サービスの向上もあわせてやっていく必

要があると考えておりますので、そこも見

据えた中で今後どういう体制、どういう教

室の確保がいいのかというのもあわせて

検討していきたいと考えております。 

 それと４０人体制の加配だったと思い

ますけれども、現在、この条例の中に、１

の支援の中に二人の支援員、補助員を置く

となっておりますので、その中で、あとは

支援を要する子どもたちの数に応じて、ま

た加配をしていくというところで考えて

いるところでございます。人数が特例でふ

える場合に、人数加配が必要かどうかとい

うのは、そこで一度検討した中で必要があ

れば、やはりきっちりと人数のほうは確保

していきたいと考えております。 

○嶋野浩一朗委員長 安藤委員。 

○安藤薫委員 繰り返しになりますので、

最後にしておきますが、やはり学童保育の

事業というのは、法的な根拠もつくられて、

子どもたちの放課後の安全な居場所、また

は働く保護者の方々を支援していくとい

う点では重要な事業だと思います。学校の

設備の中であいているところを何とか使

わせてくださいというものでは、もはやな

くなってきていると思うんですね。やはり

きちんと学童保育の児童の安全を守って

いく。もしくは放課後の生活を保障してい

くという点では、設備面もやはり整備計画

を立ててやっていく必要があるというこ

とを私は申し上げておきたいなと思いま

す。学校の１クラス４０人と、生活の場で

ある学童保育での４０人と比べると、やは

り大きな違いがあると思うんですね。管理

された時間と空間の中での４０人と、学校

から帰ってきて、いわば家庭のかわりとし

て運用している学童保育とでは大きく違

う。そして、やはり異年齢で１年生の子も

いれば３年生の子もいて体の大きさも違

う。いろんな子どもたちが同じ時間、同じ

空間を過ごしているという点でも、４０人

でさえ、かなり大きな単位だと思うんです。

それを５０人、６０人で今までも加配等で

頑張ってきていただいているかと思いま

すけれども、いろんな子どもたちを見る上

で、ずっとついて回っていくことはできま

せん。どのように見ていくかということは、

やはりきちんとした体制をとらないこと

には、突発的な事故につながることにもな

りかねませんので、その点は、参事もおっ

しゃいましたように、特例は特例であって、

基本はやっぱり４０人の単位を目指す。そ

れで施設面が難しい場合については、きち

んと加配をしていくことを保障する。その

中で当分の間、余りそこに甘えることなく、

設備はどれだけ必要なのか、何年後かには

このような整備をしていくんだというも

のをきちんとした形でやっていくことが

必要だと思います。そうしないと、当分の

間はずっと当分の間になってしまいかね

ませんので、その点は申し上げておきたい

と思います。 

 以上です。 

○嶋野浩一朗委員長 ほかございますで

しょうか。 
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 楢村委員。 

○楢村一臣委員 要望だけにしておきた

いと思います。ほとんど安藤委員がおっし

ゃられたので同様のことになるんですけ

れども、今までの学童の受け入れ体制につ

いては、一斉受付のときは全て受け入れる

という考え方で受け入れ、指導員自身もそ

の方向性の考え方であると思うんです。た

だ、この特例のことであるんですけれども、

学校によっては４０名と言いつつ、一斉受

付の時点で５０名、６０名となる可能性と

いうのはやっぱりあると思っています。一

斉受付で全て受け入れる方向は、できる限

りしていただきたいと思うんですけれど

も、人数については、先ほど石原部参事の

ほうからおっしゃられたように、学童への

入室希望についても、保育の無償化の影響

が必ずあると私は思っていますので、この

特例に甘えることなく、空き教室の問題で

あるとか、先ほど安藤委員もおっしゃれま

したように、設備が必要ということになれ

ば、その辺はしっかりと考えていただきた

いと思いますので、できるだけ指導員の負

担も考えて人数をふやすことなど、十分に

今後検討していただくように、要望とさせ

ていただいて終わります。 

○嶋野浩一朗委員長 よろしいですか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○嶋野浩一朗委員長 以上で、質疑を終わ

ります。 

 暫時休憩いたします。 

（午前１１時 ８分 休憩） 

（午前１１時１０分 再開） 

○嶋野浩一朗委員長 再開いたします。 

 議案第６２号の審査を行います。 

 本件につきましては、補足説明を省略し、

質疑に入ります。 

 三好委員。 

○三好俊範委員 質問をさせていただき

ます。 

中身についてはほとんど特にお聞きす

ることはないんですが、職員が減っている

んですかね、異動によって一人減っていま

す。前から申し上げておりますけれども、

職員の人数がこれで足りるのか。あと平均

年齢が上がり過ぎて技術継承ができるの

かどうかという問題もお聞きしておりま

した。まだその問題は解決できていないよ

うに思えますが、３３人という人数でいけ

るのかどうか、ちょっと教えていただきた

い。あと年齢的なものも含めまして、何度

も聞いておりますけれども、技術継承とい

うのはうまいことできているのかどうか、

教えていただきたいです。 

 あと１４ページ、配水管整備事業で正雀

本町一丁目２２番地の配水管布設工事の

補正を組まれています。これについてもう

一度説明をいただけたらなと思います。 

 １回目は以上です。 

○嶋野浩一朗委員長 末永部参事。 

○末永上下水道部参事 三好委員のご質

問にお答えします。今回の補正を出させて

いただきましての、職員の配置でございま

すが、前回からの技術継承の問題もござい

ます。職員の年齢構成におきましての当初

予算でもご説明させていただいたとおり

平均年齢５２．０４歳というところでござ

います。その後、平成３１年４月の人事異

動におきまして、新規採用職員、水道事業

のほうに１名配属になったところでござ

います。その内容で平均年齢が少し下がり

まして４９．６歳というところでございま

す。 

 そしてまた、この１０月におきましても、

職員１名新規採用職員という形で配属、ど

ちらも技術系の職員でございますので今
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後の技術継承、人事課の協力をいただきな

がら今後将来水道事業を永年的に行って

いけるような技術継承の体制、人事配置に

おきましてはそのようにはさせていただ

いておりますが、この職員をどう教育して

いくか、育成していくかというのは大きな

問題でございますし、将来の摂津市の水道

事業を背負っていく人物であるとも考え

ておりますので、その辺は十分考えながら

育成、教育をしてまいりたいと考えている

ところでございます。 

 以上でございます。 

○嶋野浩一朗委員長 樫本課長。 

○樫本水道施設課長 では、三好委員の質

問で、正雀本町一丁目の配水管の布設工事

についての内容ということでご説明させ

ていただきます。 

 工事場所につきましては、正雀一津屋線

の阪急の踏切のところから南側へ向かい

まして薫英高校の交差点のところまでの

間につきまして配水管の取りかえをやっ

ていきたいと、予定しております。 

○嶋野浩一朗委員長 三好委員。 

○三好俊範委員 まず人員に関してなん

ですけれども、技術継承をしっかりやって

いただけるようにお願いしたいのと、水道

事業でずっと申し上げておりますけれど

も、かなり危機的で厳しい状況かと思いま

す。恐らく今後めまぐるしく状況が変わっ

ていく事業かと思いますので、どのような

状況においても対応できる教育をしっか

りしていただきたい。必要であれば、やは

り人の確保が重要かと思いますのでしっ

かり要望していただきたい。水道事業は本

当に命にかかわる話で、大切な事業ですの

で、切れることなく継承、継続事業として

やっていただくように要望しておきたい

と思います。 

 正雀本町の配水管布設工事ですけれど

も、先立って大阪ガスがガス工事をされて

いまして、その後に配水もやられるという

ことです。この工事は夜間にやられるんで

すかね。大阪ガスは工事を夜間にやってる

んですけれども、こちらの分に関しては夜

間にやられるのかどうか、ちょっと教えて

いただければなと。 

○嶋野浩一朗委員長 樫本課長。 

○樫本水道施設課長 工事の作業時間に

ついてご答弁させていただきます。 

 今のところ、債務負担の予算の計上では、

夜間ということで見ておりますが、まだ当

然工事のほうに着手する前に、沿道の会社、

警察のほうとも協議を行います。協議の内

容によっては、それがまた昼間できる部分

があるのかどうか、定かではございません

が、今までの経験でいきますと夜間にやる

ことが多いですので今回債務負担の中で

は夜間工事で施工するということで見積

もりをさせていただいております。 

 以上です。 

○嶋野浩一朗委員長 ほかございますか。 

 安藤委員。 

○安藤薫委員 債務負担行為についてお

聞きしておきたいと思います。 

 昨年には上下水道ビジョン、それから水

道、下水道、それぞれの経営戦略も出され

ました。施設更新需要が非常に大きい中で、

自己資金であったり、それから起債残高で

あったりいろんなシミュレーションをし

ながら料金改定というものを視野に入れ

ながらというビジョン、経営戦略だったと

思います。その中で更新需要として見込ま

れていた１２２億円のうち、さまざまなも

のを先送りをしたり、ダウンサイジング、

スペックダウン等々をしながら約９０億

円ほどに抑えて進めていくんだという事
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業計画だったと思うんですね。今回も非常

に重要な施設である中央送水所の配水池

更新工事で８億８，０００万円、それから

鳥飼送水所の受水弁及び１系２系配管工

事１億８，５３０万円と、多額の債務負担

行為が組まれているわけですけれども、こ

の点で経営戦略等の事業計画との関係性

はどんなふうに見たらいいのか、ちょっと

お教えていただきたいのが１点。 

 それからもう一つ、予算書の１４ページ

のほうにありますが、施設改修事業、中央

送水所１号配水池更新工事において、財源

内訳の中に交付金２，７５０万円とありま

す。総事業費、一応限度額８億８，０００

万円に対して、２，７５０万円というと、

わずか３％の割合しかございませんが、こ

ういった水道施設の更新等についての交

付金という制度、どういったものであって、

今回この交付金の財源内訳の調書ですけ

れども、この金額は妥当なのかどうなのか

ということについて聞かせていただきた

いと思います。 

○嶋野浩一朗委員長 末永部参事。 

○末永上下水道部参事 安藤委員のご質

問にお答えします。 

 債務負担行為の部分でございますが、先

立って出させていただいております経営

戦略との関係でございますが、今回の債務

負担行為が多いところでございますのが

中央送水所１号配水池更新工事、当然ここ

は大きな分でございまして、経営戦略の中

には入っているところでございます。 

 それともう一つ上の鳥飼送水所の受水

弁１系２系といいますのは、摂津市内でも

鳥飼水系というのは一番大きな水系でご

ざいます。さかのぼりますと、平成２０年

に千里丘送水所で大きな漏水がございま

した。流出管１本で出した場合、断水区域

がかなり広いということで、２系統化とな

りました。特に鳥飼送水所は、一たび止ま

れば市内の半分以上に影響が出てくると

いうところでは１系、２系というと非常に

重要な工事と考え、位置づけてございます

ので、その辺も経営戦略に入りながら今回

のビジョン、戦略というところで組み立て

をさせていただいたところでございます。 

 以上でございます。 

○嶋野浩一朗委員長 樫本課長。 

○樫本水道施設課長 交付金の件につい

てのご質問にお答えさせていただきます。  

 これは国の交付金でございまして、更新

事業についての交付金になっております。

これにつきましては、対象が非常に範囲が

狭くて、配水池の基礎とくい打ちを行う事

業についてが対象になっておりましてそ

のうちの４分の１を交付金としていただ

くことになっております。 

 ダウンサイジングの件につきましてお

答えさせていただきます。 

 鳥飼水系の１系、２系、これにつきまし

ては、あくまでも配管の取りかえになって

おりますので、これはダウンサイジングと

いうことの対象にはならないと思ってお

ります。配水池のほうにつきましては、１

号の配水池、今３，０００立方メートルの

容量があるんですけれども、これにつきま

しては検討いたしました。サイズについて

検討いたしましたが、今後の中央送水所の

機能のことを考えますと、ここにつきまし

ては、ダウンサイジングはできない。この

まままた３，０００トンで有効的に使わざ

るを得ないという結果になりましたもの

ですので、ここに関しましては、ダウンサ

イジングについてはやらないということ

にしております。 

○嶋野浩一朗委員長 安藤委員。 
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○安藤薫委員 今、大阪広域水道企業団議

会のほうに摂津市のほうから行かせてい

ただいておりまして、村野浄水場、万博浄

水場や、庭窪浄水場等々、大阪府営水、大

阪広域水道企業団水のそれぞれ各市町村

への配管等、非常に大きな設備更新等をや

っておられます。地震対策であったり、老

朽化等の対策をとられているわけですけ

れども、やはり一番各家庭に水を配水する

市町村の水道事業というのは非常に重要

だと改めて認識しているところです。 

 ダウンサイジングで、今ご説明をいただ

いたわけですけれども、今後人口が減って

いく、もしくは需要が落ちていくような状

況、事業活動についても節水が進んで減っ

ていく中で、今回の中央送水所の配水池に

ついては、３，０００トンで維持してダウ

ンサイジングにならないんだということ

でありますが、その点は、どういった判断

の下でやられるのか、今後いろいろ建設、

構造物等の設備関係でも数億円のものが

あります。それは具体的に、それぞれダウ

ンサイジング、スペックダウンというのは、

何をもってやっていくのかというのをち

ょっとこの際ですから、聞かせていただき

たいと思います。 

 それから交付金でございますけれども、

８億８，０００万円は債務負担行為ですか

ら、当然契約金額は入札することで圧縮さ

れると思います。その圧縮された事業経費

の中でも交付金の対象となる部分は限ら

れている。限られているものの中の４分の

１が交付金だということでありますが、今

回のこの２，７５０万円というのは、その

４分の１になっているのかどうなのか、大

体計算からいったらこれだけのものが交

付対象だというものに対しての４分の１

がこの金額になっているのかどうなのか、

ちょっとその点をお聞かせいただきたい

と思います。 

○嶋野浩一朗委員長 樫本課長。 

○樫本水道施設課長 安藤委員のご質問

にお答えさせていただきます。 

 まず鳥飼送水所の配管工事につきまし

て、これは配水池から大もとになる基幹管

路への接続する分の配管工事も入ってお

ります。これにつきましては、基幹管路の

管路径が既に５００ミリでやっておりま

すので、これについて配管をスペックダウ

ンするとか、そういうことはふさわしくな

い。もともとできないということでご理解

していただきたいと思っております。 

 配水池のほうにつきましては当然容量

の大小、今後の需要のことを考えますと、

これはためているものですので、配管の径

とまた別ですので、スペックダウンの検討

はあるんですけれども、まず中央送水所と

いいますと、これは太中浄水場と非常に密

接に関連しております。太中浄水場の配水

区域のところで一時的に水量の供給がシ

ョートする場合には、中央送水所のほうか

ら太中浄水場のほうへ水を送ることも行

いながら常時市域内の配水を行っており

ます。中央送水所は、太中浄水場と非常に

関連がありますので、太中浄水場の今後の

将来性のことを考えております。この中で

配水池は、中央送水所で２池、太中浄水場

で２池、二つございます。全体のバランス

の中で考えたときに、今の時点では、中央

送水所につきましては、維持しておき、今

後の将来性を考えたときに、また太中浄水

場のほうで今後考えていく課題になって

くると、認識しております。 

○嶋野浩一朗委員長 西山主幹。 

○西山水道施設課主幹 交付金の金額に

ついてお答えさせていただきます。 



- 19 - 

 

 交付金の金額なんですけれども、容量で

金額が決まっておりまして、３，０００立

米の容量ですと、交付金の対象が９，００

０万円となっておりまして、９，０００万

円の４分の１ということで２，２５０万円

となっております。 

○嶋野浩一朗委員長 暫時休憩します。 

（午前１１時２７分 休憩） 

（午前１１時２８分 再開） 

○嶋野浩一朗委員長 再開いたします。 

 西山主幹。 

○西山水道施設課主幹 済みません、先ほ

ど説明が足りませんでした。容量で決めら

れておりまして、３，０００トンの容量で

上限金額が９，０００万円となっておりま

す。その４分の１で２，２５０万円、あと

残り５００万円あるんですけれども、今回

は、配水池の工事に伴い緊急遮断弁という

のを設けようと考えております。緊急遮断

弁にも交付金が採用されまして、その緊急

遮断弁の分が５００万円となります。合わ

せて２，７５０万円ということで、交付金

の内容がこのとおりでございます。 

○嶋野浩一朗委員長 安藤委員。 

○安藤薫委員 わかりました。ありがとう

ございます。 

 今後も構造物等、更新が続いていくと思

いますし、多額の費用もかかってくると思

うんですが、その中でこの間連続して起き

ている災害など、やっぱりライフラインの

重要性というのは国のほうも言っている

わけです。一方で、それぞれ市町村の水道

事業であったり、広域の水道事業であって

も、昔からの設備が老朽化してきているの

は、摂津市だけではなく、全国的にどこで

も同じような問題になっているわけで、や

はり配管の更新にも、当然構造物について

も交付金であったり、国からの補助なしに

は安定供給を保証していくということは

難しいことだと思います。各市町村、都道

府県単位で国に対して、各地域の水道事業

に対する交付金なり補助金の増額という

のは、本当に喫緊の課題として要求、要望

していただきたいということを申し上げ

ておきたいと思います。 

 それからダウンサイジング等について、

これはなかなか将来を見越して難しい判

断を迫られることだと思いますが、しかし、

一つの設備を更新すれば、それから数十年

利用していくことになると思うんですね。

数十年の中に大阪広域水道企業団との連

携がどうなっていくのかという課題も俎

上に上ってくるでしょうし、人口減という

問題も起きてくるわけで、そういう点でい

うと、小さいものをつくってしまって、や

っぱり足りないでは困るのはわかるんで

すけれども、やはりダウンサイジング等を

やる上においては、先々を見越して、総合

的にしっかり見通していく中での計画と

ダウンサイジングを一つずつ少しでもい

いので、検討を進めていただきたい。もち

ろん自己水をなくせと言っているわけで

はありません。自己水をちゃんと守りなが

ら太中浄水場を維持しながら中央送水所

の機能を落としていくことはできないの

か、もしくは太中浄水場の機能強化をする

ような道も含めて考えていく。または大阪

広域水道企業団水の水を太中浄水場に持

ってくることはできないのか、いろいろな

検討もしながらダウンサイジングについ

ては大きな課題として今後検討して、ご説

明いただけたらと思います。要望とします。 

○嶋野浩一朗委員長 ほかございますで

しょうか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○嶋野浩一朗委員長 以上で、質疑を終わ
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ります。 

 続きまして、議案第６３号の審査を行い

ます。 

 本件につきましては、補足説明を省略し、

質疑に入ります。 

 三好委員。 

○三好俊範委員 下水道のほうで質問さ

せていただきます。 

４ページ、５ページの貸借対照表で、基

本的な話なのかもしれないんですけれど

も、流動資産が約７億１，３００万円です

ね、それに対して流動負債が約４０億１，

７００万円あるんですけれども、これは１

年間に回収できる現金と１年間に払わな

いといけないお金の表になっていると思

うんですけれども、この差額の約３３億円

は、どこから生み出されるのか。３３億円

の現金が足りないわけですけれども、３３

億円の財源をどう予定されているのか、ち

ょっと教えていただければなと思います。 

 １回目は以上です。 

○嶋野浩一朗委員長 末永部参事。 

○末永上下水道部参事 下水道事業の流

動資産の関係でございますが、現金資産と

して約２億４，０００万円、平成３０年度

の決算において、決算後の初めての補正予

算として、決算を反映しながら計上してい

るところでございます。下水道事業のほう

はおっしゃるとおり企業債の償還だけが

流動負債でございませんが、固定負債も含

めまして、２７４億円企業債のほうが残っ

ております。流動負債としては、これは１

年以内に支払う流動的な部分でございま

す。そのうちの一部、１年以内に返す分が

約３８億４，３３１万円というところで、

民間企業でいう、流動資産と流動負債の関

係もございますけれども、その辺の１年以

内に返す分につきましては、一般会計から

の繰入金も補填しながら、企業債を返しな

がらという形になってくると思いますが、

現金につきましては、ある程度動きがござ

いましたが、未収金等もふえているところ

でございますが、その辺のバランスをとり

ながらも、その中では企業債のほうがかな

り大きな状態であることは確かなところ

でございます。 

 以上です。 

○嶋野浩一朗委員長 三好委員。 

○三好俊範委員 ということは、ただ単純

に３３億円一般会計から出すという認識

でよろしいんですか。 

○嶋野浩一朗委員長 山口部長。 

○山口上下水道部長 ちょっと補足にな

りますけれども、貸借対照表の中で流動負

債が４０億円、流動資産が７億１，０００

万円の差をどうするんですかという中で、

今、大きくは参事が答えたとおりなんです

けれども、細かく言いますと、もちろん一

般会計からのいわゆる雨水に関する償還

金の財源ですね、この部分については資本

的収入の一般会計負担金という部分に入

っております。それから汚水にかかる分で

一般会計補助金、これは予算の第９条に記

載しておりますけれども、こちらにつきま

しては、下水道事業会計の収入では返し切

れないという部分で一般会計から補填を

している部分でございます。残りとしまし

ては、減債積立金、これは決算に伴う損益

勘定、いわゆる損益計算書で利益が出たも

のを処分をさせていただいて将来の減債

のため、償還金に充てるということのため

に処分させていただいたものがございま

す。 

 そのほか、資本費平準化債、これは耐用

年数を起債の償還期限、耐用年数５０年に

対して、従来でしたら３０年の起債の発行
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しか認められなかった。それが平成２７年

度からは４０年にはなりましたけれども、

過去からずっと３０年でやっていた部分

と５０年の償還期限との間には２０年の

差がございますので、その部分を補填する

ための資本費平準化債と、あと資本費平準

化債等の借りかえですね、これを財源とし

て当該年度の４０億円、足りない部分です

ね、大体３３億円ですか、その分を埋め合

わせをしているところでございます。 

 よろしくお願いいたします。 

○嶋野浩一朗委員長 三好委員。 

○三好俊範委員 ありがとうございます。

理解できました。 

 ただ、いずれにしても、一般会計や補助

金などいろんな名目で入らなければ、現状

３３億円足りないという認識だと思いま

す。恐らくこれはどんどんふえていくんじ

ゃないかと僕は思っております。設備投資

もそうですし、昨今、耐震やら何やらいろ

いろ必要な部分がふえてきている中で、新

たに穴を掘ることが費用的な部分でも厳

しいと聞いておりますので耐用年数が過

ぎている下水道の部分をどうしていくの

かも考えていくと、またこの費用負担がど

んどん厳しいものになっていくのかなと

思っております。現状で、この３３億円の

差がある分、４０億円、５０億円、６０億

円になっていく可能性はあるのかなと思

っております。そこら辺、厳しいと思いま

すけれども、どういうふうに考えられてい

るのか、改めまして今後の下水道事業会計

をどういうふうに考えていくのか、この先

も大丈夫なのかどうか、その辺ちょっと最

後もう１回教えていただければと思いま

す。 

○嶋野浩一朗委員長 山口部長。 

○山口上下水道部長 下水道事業会計の

将来予測ということでございます。 

 経営戦略の中では、あれは令和元年度か

ら令和１０年度までの期間の収支、それか

ら投資額等を収支均衡を図るという基本

的な考え方のもとに策定させていただい

たものでございますが、下水道につきまし

ては、昭和４６年に認可をとりまして、公

共下水道として整備を始めたわけでござ

います。その整備を急速に始めたのがやっ

ぱり昭和の時代の最後ぐらいですかね、昭

和６０年ごろから平成１１年、１２年、１

３年ごろまで約２０年弱、この間に集中的

に増加した部分が今企業債の償還で約４

０億円程度という、ここ二、三年はこのペ

ースで進むと思っております。今後企業債

の話で６０億円、７０億円になるんではな

いかというお話がございましたけれども、

この１０年間を見通しますと、大体令和５

年、６年あたりから企業債の元金について

は、相当減ってくると予想しております。

ただ、令和４年、５年あたりで資本費平準

化債、これの発行枠がなくなるということ

もございまして、企業債に充てる財源とい

う意味ではちょっと厳しくなってくるか

なと。令和１０年度までの間では、更新事

業というのは、水道のような大規模更新と

いうのはございませんので、維持管理とい

う形をやっていくわけでございますけれ

ども、下水道もやはり水道におくれること

やっぱり１５年程度ぐらいしますと、やは

り更新という需要が相当出てくると思い

ます。そうしますと、下水道管渠といいま

すのは非常に推進工事、それからシールド

工事などでこれを全てやりかえるという

のはなかなか厳しい話でございますので、

中にまた新たな管を通したりとかいう形

が主になるかと思いますけれども、１０年

間を見ますと、維持補修費、管渠内カメラ
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調査をしながら維持補修をやっていく。ま

た来年度につきましては、今考えておりま

すのは、現在の管路の状況をしっかりと把

握をして、適切な保全をするために、スト

ックマネジメント計画というのをつくり

まして、現在ストック、いわゆる資産でご

ざいますけれども、これの状態がどうなの

かということをきっちりと判定をして、優

先順位の高いところからしっかりと、大体

５年計画ぐらいで調査をして、計画を立て

て、維持補修をやっていくということをや

っていきたいと思っております。 

 その後につきましては、やはり先ほど申

しました１５年、２０年たってきますと、

更新需要というのがすごく出てくると思

いますので、そのときについては、今水道

がそうでございますけれども、相当やっぱ

り資金的にも厳しい時代が来るのではな

いかなとは予想いたしております。 

 以上でございます。 

○嶋野浩一朗委員長 三好委員。 

○三好俊範委員 最後に意見だけ。委員会

のたびに先のことばかり申し上げている

んですけれども、恐らく１５年、２０年た

って、部長がおっしゃられた更新の時期が

来ればもっと厳しい状況が待っていると

いうような現状が予想されている中で、こ

の下水道に関しては、本当にかなり厳しい

ことしかないと私は認識していますので、

その時までにしっかりと考えていかない

といけない。次の世代にやはりつなげるた

めに、下水道事業がもしなくなれば、水害

等々も言われている中で、ふだんの生活以

外でも困ることがいっぱいあると思いま

す。しっかりと私もずっと考えていきます

けれども、早急にてこ入れが要るんじゃな

いかなと思っていますので、しっかりこの

１０年以内に何か方向性を見つけるよう

に動いていくことを要望しておきます。 

 以上です。 

○嶋野浩一朗委員長 ほかございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○嶋野浩一朗委員長 以上で質疑を終わ

ります。 

 次に、議案第７６号の審査を行います。 

 本件については、補足説明を省略し、質

疑に入ります。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○嶋野浩一朗委員長 質疑なしと認め、質

疑を終わります。 

 次に、議案第７７号の審査を行います。 

 本件については、補足説明を省略し、質

疑に入ります。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○嶋野浩一朗委員長 以上で質疑を終わ

ります。 

 暫時休憩いたします。 

（午前１１時４５分 休憩） 

（午前１１時４８分 再開） 

○嶋野浩一朗委員長 再開いたします。 

 討論に入ります。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○嶋野浩一朗委員長 討論なしと認め、採

決いたします。 

 議案第６１号所管分について、可決する

ことに賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○嶋野浩一朗委員長 賛成多数。よって、

本件は可決すべきものと決定いたしまし

た。 

 議案第６２号について、可決することに

賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○嶋野浩一朗委員長 全員賛成。よって、

本件は可決すべきものと決定いたしまし

た。 
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 議案第６３号について、可決することに

賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○嶋野浩一朗委員長 全員賛成。よって、

本件は可決すべきものと決定いたしまし

た。 

 議案第７５号について、可決することに

賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○嶋野浩一朗委員長 賛成多数。よって、

本件は可決すべきものと決定いたしまし

た。 

 議案第７６号について、可決することに

賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○嶋野浩一朗委員長 全員賛成。よって、

本件は可決すべきものと決定いたしまし

た。 

 議案第７７号について、可決することに

賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○嶋野浩一朗委員長 全員賛成。よって、

本件は可決すべきものと決定いたしまし

た。 

 これで本委員会を閉会いたします。 

（午前１１時４９分 閉会） 
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